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あること， '
( 1 ) 資本存在ilkが產出水唞に対し述続的に適虑ずる

: '.こと。. . ' : く.：….’ ':
( 2 ) 冇効需55の股现にAI；•礎をおく:ため，常匕蜜卷供 

給の制約がなく，企菜の計画通りに投資が行なお 

れること。

この屮で第1 の点についてはIm R .ダライy , M,力 

レッキ— 等によって批利が-ドされ；投資を決定する4 
のは政出高の変化と云うよりも, むしろ利_ の大ぎさ 

にあるとして，加速度原观に対抗ずるものとして「利 

澗原理」が打ち出された。1950年ダラインはその著 

「ァメリ力介衆PWこおける経済变劬j におい弋利潤原 

现の適川を試みた。

第 2発展段階になると投資と云っても設備投資,;祖 

庫投资，迚設投資によって，それぞれその動因が異な 

ることが叨らかとなり，それぞれ別個に関数型を導出 

しようとする試みが現われてぐるV この中でも最もシv 
ステマティックに投資計両が行われるものは設備投資 

であるとされ，この分野が急速に開発されたヶそじて. 
汛にマクロ的な景気予測の手段もして用V、るだけでな 

く度業別に分解してその設備投資め命逝性をはがるた 

めの判断迤準とするところまで進展する。 1952年 の ’ 
H. B. Chonnery の論文'.Overcapacity and Acceleration 
Principle, 1954 印の. L. M. Koyck (O:Distributed Lags 
and Investment Behavior, 1963 年の’ Edwin Kuh O 
Capital Stock Gr6Wth: A Miei^o-Ecohornetric Approach 
等がこれセある。:総じてこれらの分析は，電力，_ ，. 
セメント, 如道等の製造鹿業を対象i する，ものが多か

. つ た 。 ■ .
資金供給の制約につV ては1957年0  ’ J. Dues6nberry 

の .Business :Gy6le..and Econotttic'Growtlv■...に詳しい。. 1 
投資を;論中る忙あたづてこの著書の•長所は資金！̂達の 

找用分析を行な :加速度.原理の修正をばかづたとと 

ろにある。 ； … ’
一休，H本経済の場合には企樂め資金調連に時して. 

対外侬苻度が強く， そのため丨こ企業©計画通りの投資 

が实現せず，多くの計辱分f r がレばしばこの難点に逢. 
於して苫しんだものセ „ ' '
浜田氏の分析はこれらの諸穸の研究がら出発する。 

そして上述の靱点から投資行動と企業の資金調速との 

閲述を独調する。しか:じ同氏にi れば，，.拙按•每融方式 

が支配的なわが国め場合には,.大規模企梁の投資行動 

に対して直接的な企融萌がらの制約はあまり：なl  Sよ5 
にALVわ れ る と 結 論 す る . . ; , へ

計量の対象となっ/こ.4 のは主として戦锋のわが国製 

造業主要企業め設備投資行動でおり商品ベースからの 

接近法を採用娃ず，企業べ一スからの接近法をとる。 

売上高, 附加価値，法人所得の間に線型関係系あると 

の観察啡実かち出発し，長期的に見て資本係数が産業 

間にぉいてWなり興った値を系すのに対し，設備め稼 

動率は横道v、であるとしている。これより投资のラグ 

め分布を諶礎として，加速度原廸会修JHした「調#赓 

理j を提唱する。かくして最適資宋メトックの構成要 

因としては，中立的な技術進歩ド也產拡大，资本と夯 

働の相対価格をおげ，これよ:り訐画投資と現梁投資み 

ギャップの説明を試みる。 、

文，企業の利用可能ん資金総額士夾物的及び金融的•: 
各資産頃目へ配分する原理を追求し在® 投資と売-ヒ 

使権の関速〖こ及ぶ'  かくして戦後'わが国製造業主驳企 

業の行動は経済成長に対する期待と技術革新，間接的 

金融方式による資金の効率的供給約こよってそめ規模 

を拡太:していiづ.た'と給論ている i. 、'
この袖:定結果を見るに(P. 35)」產業丨とよっては季節 

ダミ' —係数の信頼度け必ずしも炎くない。従って氏の 

主張する販売金額と附加価値め關の線型関係にっし、て• 
も若毕割引‘きして考える必要がるし；人件費と販濟 

金額の関係にっいても同様であろう。 P, 38又P. 47以 

下のデフレーシa ソK _ しての物価指数の使い方にも 

若干の問題ほある。

第 3 章め資本係敫と相対価格の関係を考察する忆あ 

ナこら文出発点となるものはダグラス菡数ある。これ 

に設備镓慟率を導入し（前章の稼働率一矩の仮説と姑 

合) 最葙資本係数を’求:める。しかし鉍働率）が不変盼 

であるがらヒそこめ, fd rM ila tio nは意味があるので*
X が一定な6 原型のままのダグラス商数を使用じても. 
特に差支えはないはずセある。

.次に需要供給のギャップを論C弋いるが，猶耍先行 • 
型と判定する特定の資料は示されていない。又, この* 
分祈が昭和対一35印の日本経済のデ”タを使用してV、r 
るので；ニ応こめ前提が認めう丨るとしズも，崧近の情 

勢にっいてこの原理が妥肖するかどうかは疑間め余地 

がある。觅にX * と《：* の_述にっいても化学工業や 

策気機滞の場合など，必ずしも平行性を示していない,, 
馆 4 箄はチ土ネリーカゝら出発して設婶投資を説呱し 

ようとするものでfcるがy 加速度厨现に加えるに前記; 
の投資を撙入するとの意味が必ずじも叨らがでなVk > 
コ/{ .y i； <r> Distributed Lagsを参照した’と•あ■るが ,: 
その胫開にはより詳細な理論的説明を必姐どする。兑
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パラメ  ニダニの信頼限界にも111]題はある。

第 5 _ は形式上第4 章の続きとなっているが両者の 

間に密接な_ 係はない。、ととでは斩役資と洱投資との 

開係を择駿的に導出したにル:まる。（p. 79)
第 6 章ば生產関数，费相関数;より资木と労働の相対 

姉格ゼ固矩資本係数の関係を導（、たもので，本来なら 

は’第3 章の議論fこつながるべき’ものであるが，その結 

びらきが弱く第4 章め_ 論との関係も明らかでない。 

むしろ第.5章との結_ らきが強く出ている。、

: 第7 軍は第3 章の:発展である本，中立的技術進歩が‘ 
現実に存在十る.とほ組らないV..以上その推矩に問題が 

かかってくる。ことでC E S生産函数の思想が入って 

いるが，それだけには!： S関数6 持づ問題点が合まれ 

ていると去ってもよい。

第8 章は流動資産と実物資産への配分を問題とする, 

が物価体系の変動をどO X うに組み入れるかに問題が 

残ざH てV、名。 : •

第 9 章セは突質的内部資金p と固定資本ストックk  
'め関係を逍求す名が资金保宥と実質資逾保有の間の流 

動性遂択を決定する耍因任必ずしも明らかにされてい 

ない。ゼめ場合の方程式の当てはまりの稈度は

… 相関係数R = 0 .7 〜0 .8  .

程度であまり皮くない。 ：

以上のJ tうに個々め点につC、ては冬くめ問題を残す 

が賈頭に述べたようにわが国データを川い.ての設備投 

資関数には多< の問題があり， 真体的な計测も比較的 

少数である現状から見て，現代投資兩数の迎論を以<
整逝し，白本経済f e あてk 全名よ5 な形態に発展させ， 

わが国に知ける施寒投資©行動康现にっいてが!!叨の一 

つの方向蚤与えたととは孚ム一夕な槊紹であり，経済 

学博士に相当ずるも^ )と認める。

論文锘香担当者生査 .鈴木諒ー

, 制 查 寺 堪 琢 膺 . 

尾 崎 巌
, . . .  ■ . : . ‘，

' 試験の結果の要旨 ,

本大学院経済学研究科が,大学院吵士課积修了洛と 

词等以上の学力を有すると左を確認した。

試 験 担 当 畓 千 秫 栽人 

ペ 小池故之

佐 々波櫞子君学位授与報告

報 告 黹 fj- 
学位の稀 m 
授年のイ丨:刀 R 

学位論文题名

乙第318号 

経济学陴士 

昭和43年3 月 18 H 
r経済成長とm際競爭カ_

内 容 の 要 旨

「释済成只と丨SI際競争力」論文要恃

你々波榀子

木論は名•国の経済成提に伴う労拗生產性の昀上と負 

金動向はその闺際競伞力の決矩にと ..ろ.てきわめて前要 

であるという考え方にもとづき，終•済成技とW際效幼 

の相互閲述を分析する。第 1 帘では経済成丧の誘因と 

しての围際f ( 妫の役割を考察する。国際贸幼の芘本的 

な役割は同際問の般適資源配分を出?ることによっ 

て，より高い突質所得水裀を违成することである， し 

かしこれをより動態的に考察すれば，闲際贸易k エ燊 

化の初期の段階においては_内市場に代わりン新じい 

資源の開発への契機を捉供する， さらに経済成丧の原 

勤力となる新技術の項:入は資本財の輪入を通じて名•国 

に伝えられる場合が多い。. 4  ロの世界経済の现状をみ 

ると，批界贸易贵拡大のきわあて大き / j：部分はレ、わゆ 

る瘙済成熟則を迎えた先進諸国問の竹易に.よって占あ 

られている。このことは先進国の経济成長率を紐持す 

る‘ためのエ菜生産牽リ丨力としても闰際贸黏が茁袈な役 

割をはたすことを示している。

第 汽 は ，こめような同際贸姑の役割を观解した上 

で, _ 際分菜の成立を刑論的に考察するa およそC、ず 

れの経济现論がより俊れているかは，それが現突め経 

済現象をいかによく説明し，かつ灾証分析による予測 

にたえるかという点から判断される。闹際分業の成立 

に関しては各因の，-k產袈尜比率に从:づくへクシャ- - .  
才一リンの命齒と, 勿働仙ifi((説に驻づく比較生逾费婊 

现が代丧的な观論模型とし'•とあげられる。

本論では第3 3す£以下の火証分析のための观論モデル 

として後者をもちいた。これは比較也诡赀説の中核を 

なす穷蚴也座性が，経济成長にともなう[SI際競爭力の‘ 
間題を説明するのにもっとも茁奕であると考えたから. 
である。 • ,

経济成丧にともなう各途架の炎呦生跑性:の励而と货
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学 位 W.

金コストが，国際競争力に大きな影響を与えることは 

すでにクラヴィス，ブレミソク*やツァソの突証分析に 

よってmらかにきれセV、る。第 3章および飨4 章では 

経济成長にともなう労働生産性と貨佥コストが；V、か 

にW際競争力の変動をもたらすがをまず国際比較によ 

り，次に各産業部門を比較することによって明らかに 

する。ことに第4 章においセは1950年代め日本経済の 

高度成丧が，輪出入郃門における货金コス卜を低め，

丨51際 競争力をいかに強化したかを產業部門別に検討す  

る。 ここで得られた全瘐な分析結来は次のよ•うなもの 

である。 高度成長下の日本の製造業における梦働坐産  

性 の 伸 び に は ， _ 際的にみても大きな業種問格差がみ  

とめられる。一方ほとんどすべてのエ槩国では各産業  

[f丨m 金の平準化傾向 が み ら れ る 。 日本においてもまた 

この傾向がみとめられる。 したがって労働生産性の伸  

び 率 が こ と 钇 大 き か っ た 機 械 部 門 等 ヒ 釦 い て は ,製 造  

宠の平均的な勞慟生産性の動向によづて決められる貨  

金 との間に大 き な ギ ャ ッ プ が 生 じ ， 貨金ゴストを躺続  

的にリ1き下げることになった。 このような労働坐產性 

の ト と 货 金 コ ス ト の 引 き 下 げ が ， 輸出入関速部門で  

r とに頒著であったことは， 日本の輪出伽格の上昇率 

を 他の工業国にお け る よ り も 小 さ い も の と し ， 国際競 

争力の増大をもたらしたと考えられる 。. •

m 5 审ではさらに分析を一歩進め，製造業各部門の 

i t 金コストがいかにその製品価格に反映するかをみる。 

その鮎见労磡生産性の仲びが相対的に大きく，貨金コ 

ストが低落してぃる部門の製品価格は安定，もしくは 

低落している。 1950年代の日本経済における国内物価 

の上异姒昀が輪出価格に反映されず，むしろ後者は低 

下しているととは輸出入関速部門における'穷働生産性 

の上:Hによると考えられる。ここで特に注[Hしなけれ 

ばならないのは，これら輸出部門の産出高;^加率が輸 

出Jf丨加率を上廻っている?If虫で丸る。このことは輪出 

增加が释済成長による国内市場9 拡大を前提としたこ 

とを示す。ずなわちこの場合国際競争力坳大の原動力 

となっA:のは,高ぃ投资需喪に支えられた経済の高度 

成艮であり, それにともなう努働生産性の急速な上畀 

であった。一方輸出の増加，輸入代替の進行は経済成 

提に対する国際収支の天井.を商め,持続的成長を可能 

にしたのであづた9 ,

- 查.報告凌 & .

4木,;命文は，まず従来め_ 際贸秘M論のW検討が行な 

■bh, つぎに1950作代め日本め焚i n 丨丨丨丧の：奴因につい

与 報 告
t ■-

ての計量的分析が試みられ, きらにそo 国際比較が展 

開きれている。 、 .ノ :
第 1章では, 拯済成長に対する国際贸易め役割と， 

従来め国際質易理論で商者の関速を説明できるかとぃ 

う問題につぃて記されてぃるが，とれば従来の諸研究 

のサ-グエイとなつている。 ：

f$ 2章では比較生産费理論と.へクシv “ • 才一リ''ノ 

6 命題が取り扱われてぃる。筆者のぃう比較也産费理 

論とは，リカアド淹の比較生產錄迦論であり.:，：これが 

• 要素賦存量比率から特化の方向を導びくぃわゆる「へ 

クシ七— • オニリン命題J に対し'T：対立させられてぃ 

る。しかし，肇者はこの問題をぐって国際質易の純 

粋理論を展開しようi する意図はもっていなぃ。筆者 

の主奕な関心は計量による理論の実証とぃうところに 

あり，筆者の力量もまた第3 章以下に展開されるこの 

作業におぃて発揮される。: _ 者が，投下勞働童による 

比較生産費琎論と要素賦存量比率ばよる国際分業決定 

の理論を対立させる意図は,，筆者の関心から来てぃる。 

筆者は> 精密で複雑な理論模型に必要な彼定が厳しす 

ぎるとぃう批判をも少てぃる。その主要関心が現実の 

世界におかれてぃるとき，これは当然なことでもあり， 

理論模型の優劣の判定の規準が; 筆者Q場合には，そ 

の理論が現実p 経済問題弩ぃかによく説_ し,実証分 

析杧よる予測を行なえるか^:ぃう点におかれてぃる。

し，たがってこのよ' ’うな観点かち，へタシャ' - * オ”  P 
ン的な要素賦存の理論は棄てられ，労働生産费理論が 

採用されるG とになる，ただし古典的比較生産費理論 

を少し修正し,比較優位を示す具体的な指標として貧 

金コストをとる。賃金コ_ス Kとは一国の生産物巢位当 

りの労働コストである。すなわち各国ほ货金コ巧トの 

相対的に低ぃ財を輪出し，相対的に高ぃ財女輸入する. 
この理論の突証の方法としては, (1)二国間の產業別貴 

鲞コスト水準を比較し，ニ国の輸出市場におけるシュ 

ア一を分析する。⑵各丨国の貨金コス卜のニ時点間の変 

化でもって示される比較優位の変化が,各国の輪出墦 

加率と世界市場に:おけ纟各国の、ンュアムを変化させる 

か, とぃうことを分析する二方法があるへそb て,ぃ 

ずれにしろ货金ゴスドのなかで中核的役割をはたすの 

は穷働生座性水迆である。筆者は，輪出仲長率の高か 

っ た日本の19印年代の経済成良をとりあげ，前記の理 

論を炎証しようとする。ただしこうぃうようにとりあ 

げられた)fi位当り货金コス トによる輪出•輪入の分析 

は，もぼや比較生.逾賢现論にもとづく分析ではなくて 

丨S1際餃争力の分析であろう’•  ’
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1950年以降の日本で,労働生産性が上昇した産業で標準化された商品グループ別_ 出と蝻出競爭力を構成 

質金コストが下がり，それが国際競争力の強イbとなっすると予想される諸要因との相関強度を测足した結來, 
てそのま品め_ 出が伸長したとぃう事実の検証をもっ後者の主要な変数として輪出価格街数と貨金ゴス.ト指 

て，一国の国際分業の成立を説明することに成功した数の統計的有意性'が確認された。.
とぃえば，，間題は残ろう。そうではなくて，本論文の貴金コストの相対的低下による国際競个力の谕化に 

メリットは，国際貿易の理論の中で，辑象の定量的分はニ段階の解釈が亩能であり入金森久雄氏は日木にお 

析にのりやすい部分を選び，それ:を経済成長の計置経ける全産業にわたっての貨金上昇率が労働生旅性K,j土 

済芊的キデルに組み込むことによって，戦後日本の経率に遅れたこと丨こ帰因する平均的貴金コストの低下を 

済成長の貿易面の要因を明らかにすることを目的としm 视する見解を述べすぃるc これに分して筆畓は企度 

てぃると解される。 業にわたる平均的な質金ムスト低下よりもバむレろ跑

以上の視点に立てば,各国の輸出増加率を左右する業間生産性向率の格差にもとづく丨產楽別伋金コス 

要因として，①輸出商品構造の在り方，②輪出地域構ト低下の差異に着目して，よ衫キメ細かぃ分析を行っ 

成の在り方，③国際間輪出相対価格その他の競争条件•た。也産性向上率に関しては產業間に平均化歧(ド,』が認 

があげられる。筆者は③の輸出競争舞:件と経済成長とめられなぃのに対して，賃金上昇率は産栗問でポぃ平 

の関係に着目じ，それが輸出の伸長に与えた効果を_ 準化傾向を示すとぃう発見は，経済成長の分析にとっ 

. 定することを試みる。 て重要な指摘であり，輸出政策推進のための鹿業丨in资
つまり輸出実績は①②③の諸要因の合成効果として源配分計画に対して有益な情報を与えたものとぃえよ 

現われてぃるから，③の価格競争の効果を純粋に摘出う。

するためには，①②の効果を分離せね[ばならない。ふ 第 二 の 結 論 は ，日本の場食に労働生産性:上昇率の大 

つう計量経済学的分析を行なう際に，独立変数が2 以きぃ産業では産出高に占める輸出比率の低下と輪入代 

上ある場合(こは, 重回帰分析によって各独立麥数それ. 替比率の低下が認められ，輸出仲畏の起®;力が国内市 

ぞれの効果を偏微係数のかたちで捉えようとする。し ，場の拡大にあるという点である。

かし，①輸出商品構造，②輸出地域構成とぃう要因は， 第三の結論は，日本の国内一般物価と輸出価格との

乖離に関するものであり, これは第二の結論q 系ふ:み 

なされる。第四には，国際間の貨金格差が生途性格差- 
と 平行関係にあるのに対して，国内では産業間生産性 

分布のチラバ.リに•もかかわらず貨金につぃ.ては平稱イ 

傾向が働く点が指摘される。その結果，交易条件と-こ 

般購買力平価との問に乖離が生じるから, 貴金6 国際 

比較女行なう場合に後者で'換算した数字を輸出競平力 

の指標として用ぃることは木適当だとぃう結論が弓丨か

れる夂

' 筆者:の研究は国際貿易理論で# えられる分析用具の’
うちから定量分析への応用に逾したものi 選び出し; 
それによって戦後日本の経済成長過程における輪出伸 

長のメ力ニズムを解明することにかなりめ成功を収あ 

てぃる。計量経済学的分析を行なう場合は,理論姆念 

に対応する実績鸾料を整備すること自体に困難があり, 
理論的に瘐請される数字のすべてが刹川できるわけで 

はない。筆者はこの点を巧みに処理して，資料の利用 

可能な範陳eの现論の活用を試み，粗材としての資料 

を理論概念に対応しうるまで加工するところに：！;夫を 

こらしている。

国際僉曷論は一般均衡論の体系め5 ちでも高度に祓 
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'分̂^ ^ - :^ ^ ^ ^ ^  魏 親 謂 . ^ ^ 顆 ，卿̂ ^ ， 鑛， 却1̂ 明  し

そ れ ら 各 々 が 複 合 変 数 の か た ’ちをとる。一 国の輸出商  

品 構 造 が 総 輪 出 に 影 響 す る の は 世 界 所 得 の 成 長 に と も  

、な う ，所 得 弾 性 値 が 商 品 ご と に 異 り ，所得弾性値の高  

い 商 品 が 大 き な 割 合 を 占 め る か 否 か が 問 題 と な る か ら  

で あ る 。 ま た 輸出地域構成が総輪出の伸びを左右する  

の は ,輪 出 相 手 国 の 所 得 成 長 率 の 差 が 商 品 別 所 得 弾 性  

を 介 し て 輪 出 増 加 率 を 左 右 す る か ら で あ る 。

以上の要因をそのまま回帰方程式のかたちに定式化 

しようとすれば，商品種類数と相手国数の積だけの個 

数の独立変数が登場する。その際には計量分析の分野

でよ4 く 知 ら れ て い る マ ル テ ィ • コリニアリティーによ

る偏回帰係数の推荬値に狂v、が生じる危険が増大し, 
理論精度の期待に答えるだけの測矩精度を突現するこ 

とがきわめて因難になる* •
笹者は以上の測定技術上の闲難を避けるために t•標 

準化法 j を採用して，速準時点における輪出_品構造 

,ならびに輸出地域構成が固宠化されたと伖矩したとき 

の輸出塯加率を滹宠し，その数字について輪出偭格に . 

おける競争力強化の効泶を测矩した。標準化を行なう 

ととによって，輪111商品構造変化の効泶と輸出地域構 

成の変化とを分離，除去しているのである。その結染，



韻な要素をはらむ分好でもるから，筆者の研究はそれ 

によって砰.論体系に改変を如えることを意図している 

:のではなぐ，むしろ通論を具体的に消化しての応用分 

析を主眼とするものであるとM 解される。そ の 意 味 ' 

おいて，從來国内外ゐ各研究グループによって行なわ 

ムた宠拔に新たな知識を加えたものであり，とぐに日 

木の緙済成：K における f i 易の役割を矩量的に分析した 

研究としては，多 < の示唆に富む結論を与えて I 、るも 

のといえよう。

以上により，木論文の锥者は経済学博士の学位を揸 

かされる資格を十分もっているもo と認̂ )る。

論文審査担当者 山 本 登  

矢内原撒 

辻村江太郎

試驗の結果0 荽旨

本大学院経済学研究科が,大学院博士課徨修了者と 

同等以上め学力を有することを蹿認.した6 • ：

試験担当者安川正彬

慶 應 義 塾 経 済 学 会 会 則

飨1条

第2条

第3条

第4条

第5条

第6条

第7条

第8条

第9条

笫10条

第11条

第12条

绾13条 
第14条

本会は慶應義塾経済学会（Th6 Keio Econo­
mic Society)と# する。

本会は経済学の研究及びその奨励，並びに会 

員相互め親睦を図ることを0 的とする。

本会は前条の目的を達成するため次の祺業を 

行なう。 .
1 研究会の開催

2 機関誌「三田学会雑誌」及びその他研究 

成杲の刊行 ；

3 講演会,資料展覧会の開催 

4 他の学会及び諸団体との連絡 

5 その他本会のH的を達成するため適当と 

認める事寒

本会は慶應義塾大学経済学部及び商学部所厲 

専任者のうち経済学を専攻する洛•を以て組織 

ナ冬。

本会に左の役員を匱く。

1 会長 1 ，名

2 顧 問 若 干 名

3 委員 若干名

4 監市 2' 名

会長は慶應義塾大学経済学部長とする。顧問

は会長が依嘱する。委員及び皞亊は総会に於

て会員の互選によって定める。

会長は本会を代表し会務を総理する。_ 問は 

会長の_ 間に応ずる。委員は委員会を組織し 

会務を執行する。監琪は会計を席法する。

委員及び監事の任期は2年とする。徂LWM 
を妨げない。

会長は年一回総会を招集する。但し必悪に応 

じ臨時総会を招集するごともできる。

会員は機関誌「三田学会雑誌」及び其の他本 

会刊行物の配布を受け'ることができる。

本会の経費は賛助金，補助金及び；H；■の他の収 

入を以て之に充てる。

本会の会計年度は海年4 月 1 Hより盥年3 月 

31日迄とする。

本.会会則の変史は総会の決_ による。

本会の祺務所は慶應義塾経済学部研究室内に 

肢く。

經济学会委員（昭和43. 4改選〉

会 14： 遊部久蔵

委貝長 中鉢正美

副委員贤 福岡正夫 .火熊.一郎
1. ■

委 員 小馬恵-郎 常盤政治 *  tn m 司
井村高代子 山 ル .厚 持丸悦如
深海博明 m m 泰 vi 鳥 思 泰 彦 .

设名寬叨

監 琪 千稀狡人 川 田 m

経 済 学 会 報 告 (昭和43年度）

昭和 4 3年

4 ；125H 〔帰朝報告〕 ‘
U本経済とィギリス経济 .大 備 一 郎

5 月9 H 西独鉄工業の歴史的系譜 速 水 融
5 月 23tl 〔教授就任講演〕

貨幣から金融一般へ f t 并 俊 雄

6 ；]13tl 〔教授就任講演〕

十1本の産業構造と技術 尾 崎 . 巌

小国経済のれ：会主義的発展と

アジア的先産様式 常 :盤 約 子
6 JJ20H アメリ力公右地史の研究 岡 田 m 53.

10 月 3 R ヴイクセルの財政理論につ
いて 飯 野 靖 四

10月24日 ’所得政策について m 崎 巌
丸 尾 廄 美
(中央火学助教授).

11月14日 独占形成期の労資関係 川 田 n
11月28日 倍/ l j f f l論からみたヒル*フア--

デイングの“金融資本論’， 飯 m 裕 康
12月12日 徳川時代人u の史的研究 岛 崎 m 夫
12月19日 關放経済に於ける最適資本

m M 名寛 明

昭和 44 ，年

1乃9 日 二つの側而からみた货幣と

経済成提 村 井 俊 雄

1 JJ23 日 交渉貨金変動の訏闽分析 岛 m 晴 雄

小來站金による集会 

昉和43部
5月24 ロ 伽 •教冇と綷济诎発

1]パ4 t l 成只理論と政策 サァ•ロイ 

(オジクスy 才一

ラ ♦ ミント 

，ト*ン火学教授〉

ハ ロ，'; K
ド火学教授)

103(527)

鱗 梁 鞍 歡 策 筑 駿 琢 猶 賴热贼鄉、採灼微


